



Use of ICT in Medical and Welfare of Finland
Fumiaki KAWANO, Daisuke HINODE, Yasuhiko SHIRAYAMA
Abstract：We visited to Institute of Dentistry at The University of Oulu to see a Finnish medical 
information system and to see on-the-spot welfare in August 2012. We report the use of the 
information communication technology (ICT) in the field of a medical and welfare in Finland. The 
need for interoperable health information system is most important theme in health informatics field. 
In Finland, the ministry of Social Affairs and Health initiated an implementation project to build a 
national, centralized health information archive. This Finnish system consists of a national health 
records archive, a national electric prescriptions system and a wab portal for citizens' access to 
personal health information. A national health records archive is the database of the citizen's medical 
information record. Any doctor can see the patient's medical information such as the treatment 
records and results of physical examination and blood test, outcome of treatment, and so on. An 
electric prescription is the system that helps to issue and sign the prescriptions electronically. This 
system is included in the pharmaceutical database. eAccess is called “My own health”. All people 
can see the history of his/her prescriptions and treatment and his/her health records by eAccess. This 
Finnish system is still under construction. The goal of this project will be finished in September 2015. 
After integration of the Nations in EU, peoples move to the other country freely without VISA. A 
lot of people can move to the countries in EU easily. Therefore, the traveler with the disease may be 
increased. This Finnish system will be provided with their important medical record data for the doctor 
or dentist to help to treat their disease anytime and anywhere. In near future, we should introduce the 
health information system like the Finnish system for keeping our health condition. It is one of useful 



















































































情報を統合するために HL7 CDA R2＊を基本としたイン
タフェースが用いられている。（＊HL7 Clinical Document 










体で運用している National Archive of Health Information 
system （KanTa）への移行を進めている。
　KanTaは，現在 e-Prescription, Health records Archive, e-







































国民の Quality of Lifeの向上を図るための健康情報ネッ
トワークの中核をなすものになると考えられる（図２）。
また，高騰する福祉・医療経費の削減にも効果を発揮す
るものと期待する。
４．今後の課題
　１患者１カルテを基本にフィンランドでは ICTを利
用して，医療情報の統合と一元管理の国家プロジェクト
が進められている。当初の計画では2011年にすべてが
完成する予定であったが，未だ完成には及んでいない。
フィンランドの各専門医療地区で従来から用いてきた医
療情報システムとの互換性がやはり大きな課題であり，
それぞれのシステムで蓄積された医療情報が KanTaに
移行するときに，意味のあるものに，そしてそれが何を
意味しているかがわかるデータ構造に変換することが必
要である。この技術はすでに完成しているとのことなの
で，今後，KanTaの医療・福祉分野へ普及が加速するも
のと期待する。さらに，蓄積される情報を意味あるもの
にするためには，情報の構造化と用語の標準化および標
準コード化は避けて通れない。医療や社会福祉の書類に
記載される情報内容とその構造化の全国統一ルールの医
療・福祉関係者への早期の周知と理解が課題である。ま
た，医療及び社会福祉のための全国共通用語は，医療文
書作成，情報共有，研究などの際にも利用する必要があ
ろう。そのために，国内統一の医療及び社会福祉に関す
る概念・用語データベースも必要になると考えられる。
　また，このシステムのユーザはあくまでもコンピュー
タの専門家でない医療・福祉サービスの提供者であるこ
とから操作性のさらなる向上が課題である。国民が自分
自身の情報をインターネットを介して入手可能にするこ
とも計画に含まれているため，コンピュータに疎い高齢
者等に対してどのように周知し，普及して行くかも今後
の大きな課題と思われる。
　一方，KanTaに対する情報セキュリテューやプライバ
シーの確保も解決しないといけない課題である。その
ためには，国民全体で本システムの必要性の理解とコン
センサスを得ておく必要があろう。現状では，セキュリ
ティーは，情報の暗号化とカードによるアクセスと認証
とのことである。情報セキュリティーの倫理教育を強化
し，個人の倫理の向上が課題となろう。
　さらに，開発および今後の管理運営経費・更新にかか
る経費の捻出が今後大きな課題となるであろう。
５．おわりに
　今回，幸いにも北欧の医療と医療・福祉分野における
ICTの活用状況の研修を行う機会を得た。欧州域内の人
図１　Oulu市と統合する周辺４市（Salo先生提供）
図２　フィンランドの健康・福祉の将来像
（Salo先生提供）
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の移動は活発で，今日フィンランド国民が国外で医療行
為を受けることは珍しくない。そのため，欧州域内の医
療機関においても，自由に患者の医療情報を入手するこ
とができれば，欧州域内の医療サービスは向上するもの
と考えられる。フィンランドと同様のプロジェクトは，
すでにスウェーデンを含めた12カ国で行われており，
欧州全体で推進することによる相乗効果は大きい。
　一方，日本では，周知のとおり病院ごとに異なるベ
ンダーの医療情報システムが稼働しており，その情報に
は互換性がなく，患者情報の一元管理はほど遠い状況で
ある。医療・福祉にかかる財政負担が問題となっている
中，国民の期待の答えることのできる医療・福祉サービ
スを提供し，新たな産業として発展させるためには，フィ
ンランドを含む欧州での医療・福祉における ITC戦略
を学ぶ必要があろう。
　最近，日本政府はマイナンバー制の導入を考えている
ようであるが，個人情報保護法の過剰な適応によって，
情報セキュリティーに対して過剰に反応する状況であ
る。しかし，この番号を利用してフィンランドの社会保
障番号（KELAカード）のように，年金，健康保険，介
護保険，診療情報等のデータ統合し，１国民１健康情報
のシステムの構築の必要性を感じた。これにより，医療・
福祉のサービス状況が国民にディスクロースされ，それ
によって医療・福祉サービスの向上が進むとともに，そ
れを受ける国民の意識も変化するものと思われる。
